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研究成果の概要（和文）：　持続可能な水資源管理を実現するためには，水資源管理政策の評価や意思決定のた
めの優れた枠組みが必要である．その候補として多基準意思決定法が注目されているが，アンケート調査を実施
しなければ適用できないという限界がある．
　本研究では，人工知能技術を応用したマルチエージェントモデルは多基準意思決定法の限界を超えられるかと
いう問いを考察した．統計データや観測データに基づいて検証した結果，本モデルは高い精度で水収支を閉じる
ことができ，社会経済的影響も含めて，多面的な影響評価を行えることが明らかになった．したがって，マルチ
エージェントモデルは多基準意思決定法の限界を超えられると結論づけられる．

研究成果の概要（英文）：Achieving sustainable water resources management requires a better framework
 for evaluation and decision-making of water resources management policies. The multi-criteria 
decision-making (MCDM) method is attracting attention as its candidate; however, there is a 
limitation that it cannot be applied without conducting a questionnaire survey.
This present study examined whether a multi-agent model could overcome the limitation of MCDM. Model
 validation revealed that this model can close the water balance with high accuracy and can perform 
complicated impact assessment including socioeconomic impact. Therefore, we concluded that the 
multi-agent model can overcome the limitation of MCDM.

研究分野：統合学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究で開発したマルチエージェントシミュレーションモデルのユニークな点は，以下の2つである．第一
は，従来異なる学問分野でばらばらに用いられてきた種々の数値モデルを統合したことである．具体的には，水
循環モデルや植物動態モデルと社会経済モデルやマルチエージェントモデルを統合したことである．第二は，マ
ルチエージェントモデルは多基準意思決定法の限界を超えられることを実証した点である．以上から，水資源管
理政策の評価や意思決定のための新たな枠組みを提示できたと考えられる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 アジアの乾燥地では，灌漑農地面積の増大に伴い水需要が増え続けており，水資源逼迫問題が
深刻となっている．近年の降水量の増大傾向は水資源逼迫状況を緩和しているが（Akiyama et 
al., 2013），この降水量の増大は 10年周期変動による可能性が高く，近い将来の急激な水不足
が懸念される．気候変動や人間活動による砂漠化や水資源の枯渇を防ぎ，人類社会の持続可能性
を高めるには，適切な水資源管理が必要である．近年，流域スケールの統合的水資源管理が重要
視され，政策にも反映されるようになってきた．しかし実際には，多様なステークホルダーの利
害が複雑に関わりあい，問題解決に結びついているとは言いがたい．それどころか，グッドプラ
クティスとされる政策が別の問題をもたらす事例も見られる（Akiyama et al., 2013）．この状
態を改善するには，水資源管理政策の評価や意思決定のための優れた枠組みの開発が不可欠で
ある． 
 そのような枠組の候補として，多基準意思決定法が注目されている．これは，事業や政策の選
択に際して，複数の代替案の優劣を複数の評価基準と多様なステークホルダーの選好を考慮し
て評価することにより，最適な選択を導くものである．しかし，評価基準の重み付けにアンケー
ト調査の実施が不可欠であり，ステークホルダーの範囲が空間的時間的に限定されない場合の
意思決定，すなわち社会的意思決定には適用できないという限界がある． 
 
 
２．研究の目的 
 
 代表者らは，世界の水資源管理をめぐる課題を解決するための意思決定支援システムとして，
多基準社会的意思決定法の開発を目指している．これは，新しい分野として確立されつつある多
基準意思決定法を，水文学，生態学，社会科学と情報科学を融合した学際的研究により，社会的
意思決定に応用できるようにさらに発展させるものである．ここでの重要な問いは，人工知能技
術を応用したマルチエージェントモデルを用いることにより，従来の多基準意思決定法の限界
を超えられるかである．この問いを考察するために必要な作業は，1）現地調査に基づくデータ
セットの作成，2）持続可能性概念を考慮して水資源管理政策の代替案を策定する方法の開発，
3）政策代替案の効果・影響を客観的に評価するためのマルチエージェントシミュレーションモ
デルの開発である．本研究では，以上の作業をおこない，多基準意思決定法の限界を超えられる
かどうかを考察した． 
 
 
３．研究の方法 
 
(1) 現地調査に基づくデータセットの作成 
 先ず，黒河流域の水環境システムを対象として，開発する数理モデルの解析範囲を定めた．そ
の概念図を，図 1に示す．この図に基づき現地調査をおこない，①水循環と水利用の変化，②生
態系と土地利用の変化，③社会経済の変化に関するデータセットを作成した． 
 
(2) 持続可能性概念を考慮して水資源管理政策の代替案を策定する方法の開発 
 持続可能性の範疇に含まれる概念が多岐に渡ることが具体的な水資源管理政策の策定を困難
にしているという現状に鑑み，先ず，持続可能性に関わる鍵概念の体系化を試みた．Web of 
Science などのデータベースでワイルドカード（例えば sustainab*）を使って論文を検索し，持
続可能性に関する数々の概念を抽出した．そして，これらを，哲学における概念の枠組に基づい
て，内包と外延で考察した（内包は概念がもつ共通な性質，外延は概念の適用範囲を意味する）． 
 一方，水資源管理政策の代替案を策定する方法として，情報理論に基づく Ecological Network 
Analysis というモデル化手法に着目し，持続可能性の定量化のための数理モデルを開発した．
その上で，「節水型社会の建設」という中国国家環境政策（以下，節水政策）のパイロット流域
となっている黒河流域（青海省，甘粛省，内モンゴル自治区）でケーススタディをおこない，提
案する手法の妥当性を検証した． 
 
(3) 政策代替案の効果・影響を客観的かつ多面的に評価するためのマルチエージェントシミュ
レーションモデルの開発 
 本研究で開発したマルチエージェントシミュレーションモデルの枠組みを図 2 に示す．本モ
デルは，主として，水文生態モデル（分布型水循環モデル，植生動態モデル），社会経済モデル
（マルチエージェントモデル，インプットアウトプットモデル，応用一般均衡モデル），インタ
ーフェースモデル（境界モデル；土地利用モデル，水利用モデル）から成る．水文生態モデルと
社会経済モデルは，インターフェースモデルを用いて相互に結合することによって，河川流量や 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地下水位ならびに土地利用や水利用などの変数によって相互に作用するようにした．マルチエ
ージェントベースモデルでは，複数の自律的なエージェントに内部状態と行動ルールを持たせ，
ボトムアップ式に集合的な構造を育成することで，政策の変化による応答（各エージェントの振
る舞い，エージェント間の相互作用，社会全体の変化）を解析できるようにした．各モデルの特
性（開発言語，時空間分解能など）が異なるため，オンライン結合（ソースコードレベルでの強
い結合）とオフライン結合（インプットアウトプットファイルによる弱い結合）の両方を用いた．
以上のようにして政策代替案を客観的かつ多面的に評価できるようなマルチエージェントシミ
ュレーションモデルを開発し，統計データや観測データに基づいて検証した． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 作成したデータセットに基づく，黒河流域における人間活動と水環境の変化に関する考察  
 作成したデータセットに基づいて，①水循環と水利用の変化，②生態系と土地利用の変化，③
社会経済の変化に関する考察をおこなった．①に関する解析の結果，節水政策の実施にもかかわ
らず，取水量の合計が増えたことが明らかになった．農民レベルで節水された 2.0×108 m3 a-1

は，主に農業企業によって新たに開墾された農地における蒸発散（2.6×108 m3 a-1）として消費
されたと考えられる．地下水の取水量も増えており，地下水位低下に拍車をかけたと考えられる
（Akiyama et al., 2018; Bandara and Akiyama, 2018）．②については，一定範囲内の全草本・
木本のサイズと位置を測定するプロット調査と，Landsat 衛星データを用いたリモートセンシン
グ解析をおこない，その結果を 2003 年に実施した同様の調査結果と比較した．これにより，節

図 1．黒河流域の水環境システム．fは水資源のフロー， 
    u は水利用，Iは流域への流入，Oは流出を意味する． 

図 2．開発したマルチエージェントシミュレーションモデルの枠組み． 



水政策の効果と影響による土地被覆/土地利用の変化を空間的かつ定量的に明らかにした（Zhou, 
Akiyama et al., 2018）．③について聞き取り調査およびアンケート調査をおこなった結果，作
物体系や産業構造の変化，水利権・土地利用権の取引や転用の実態，水価格制度や個人レベルの
所得の空間的差異，環境変化に対する住民意識などを明らかにした（Akiyama et al., 2018; Fan, 
Akiyama et al., 2018; Sun and Akiyama, 2018）． 
 
(2) 持続可能性概念を考慮した水資源管理政策代替案の策定する方法の開発に関する考察 
 持続可能性の範疇に含まれる概念が多岐に渡ることが具体的な水資源管理政策の策定を困難
にしているという現状に鑑み，先ず，持続可能性に関わる鍵概念の体系化を試みた（Kharrazi, 
Akiyama et al., 2019）．考察の結果，持続可能性概念の内包には，①継続性・連続性・存続性，
②方向性（オリエンテーションすなわち方向付けをするという性質），③関係性という 3つの主
要な特性があるとわかった．そして，①を決定づける下位概念として適応性・効率性・強靱性（レ
ジリエンス）の 3つが抽出され，③を決定づける下位概念として分離・統合・補完の 3つが抽出
された．関係性についての従来の議論は「分離の原理」に偏っており，人類や地球の存続を実現
するには根本的な転換が必要であるとすれば， そのオリエンテーションには問題があることが
示唆された． 
 一方，水資源管理政策の代替案を策定する方法として，情報理論に基づく Ecological Network 
Analysis というモデル化手法に着目し，持続可能性の定量化のための数理モデルを開発した．
現地調査で得られたデータセットをもとにしてマトリックス分析をおこなった結果，節水政策
による水利用効率の追求が，水環境システムのレジリエンスを大幅に低下させてきたことを実
証的に示した（Kharrazi and Akiyama, 2019）．開発した数理モデルにより，水環境システムの
効率性やレジリエンスなどを定量的に調整しながら，水資源管理政策の代替シナリオを策定で
きるようになったと考えられる． 
 
(3) 政策代替案の効果・影響を客観的かつ多面的に評価するためのマルチエージェントシミュ
レーションモデルの開発に関する考察 
 開発したマルチエージェントシミュレーションモデルを統計データや観測データに基づいて
検証した結果，本モデルは高い精度で水収支を閉じることができ，社会経済的影響も含めて，多
面的な影響評価を行えることが明らかになった． 
 水収支解析の結果，黒河流域は，約 15.7×108 m3 a-1を降水量として得て，約 15.4×108 m3 a-
1を蒸発散量として消費したことがわかった．流域末端の湖の貯水量は 0.1×108 m3 a-1の増大傾
向であった．この要因は，2000 年に開始された生態用水分配プロジェクトと，上流域における
降水量の増大であった．一方，地下水貯留量は 0.1×108 m3 a-1の増大傾向であった．しかしな
がら，地域差があった．中流域では 0.1×108 m3 a-1の減少傾向であった．これは，灌漑農地の拡
大による地下水取水量の増大のためであった．以上のように，本モデルは高い精度で水収支を閉
じることができた． 
 一方，マルチエージェントモデルを検証した結果，農民の振る舞いは改革型と保守型の 2つに
大別され，アンケート調査の結果と整合することが明らかになった．改革的な農民は高収益の作
物を選択する傾向があり，保守的な農民は安定した収益を得られる作物を複数選択する傾向が
あった．改革的な農民は，保守的な農民よりも，水資源管理に対して敏感であった．これらのこ
とは，アンケート調査の結果と整合した． 
 その上で，ENA モデルを用いて 5つのシナリオを作成し，開発したマルチエージェントシミュ
レーションモデルを用いて評価した：BAU シナリオ，環境保全シナリオ，効率性重視シナリオ，
生産性重視シナリオ，レジリエントシナリオ．現状維持の BAU シナリオは，2019 年 12 月 25 日
発行の「張掖市落実国家節水行動実施方案」にしたがった．環境保全シナリオの解析の結果，下
流域への短期的な放流は，地下水をほとんど涵養しないことを明らかにした．それが洪水状に行
われる場合には，植生には逆効果であると考えられる．塩分濃度の上昇は，水ポテンシャルを変
化させ，根からの吸水を減じるためである．下流域への短期的な放流は，地下水と植生の保全に
効果があると考えられてきたが，そうではないことが明らかになった．一方，効率性重視シナリ
オ，生産性重視シナリオ，レジリエントシナリオの解析の結果，生態移民政策は水消費を増大さ
せること，退耕政策は水消費を減少させること，2022 年に建設が完了する黄蔵寺ダムなどの新
規ダム建設は生態環境に多大な影響を及ぼすことなどを明らかにした．水利用効率と水生産性
の増大は水不足を解消し持続可能な農業のために必要不可欠であると考えられているが，各灌
漑区の水利用効率と水生産性はシナリオによって著しく異なることが明らかになった． 
 以上のように，開発したマルチエージェントシミュレーションモデルは，高い精度で水収支を
閉じることができ，社会経済的影響も含めて，多面的な影響評価を行えることが明らかになった．
したがって，マルチエージェントモデルは多基準意思決定法の限界を超えられるかという問い
に対して，マルチエージェントモデルは多基準意思決定法の限界を超えられると結論づけられ
る． 
 今後の課題は以下の 5つである：1）オフライン結合をオンライン結合に変えること，2）不確
実性と複雑性に対応すること，3）評価項目を増やすこと，4）利用可能なデータセットを最大限



に活用すること，5）本モデルを意思決定支援システムとして現地の行政と共有し，運用上の効
果と課題を評価すること．5）に関しては，シミュレーション結果を数値だけでなく，アニメー
ションとして提供し，プロセスを共有することで，実効性の高い計画策定につなげる．結果の数
値だけを比較するのではなく，プロセスを見て，その原因を探ることまでを行い，計画を評価す
る． 
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